
大刀洗町住民協議会
令和６年10月12日（土）



２　大刀洗町の農業への取組み

１　大刀洗町の農業の現状



ココ



・福岡県の中南域を占める筑後平野の北東部、筑後川の中流域北岸

・東西8.0km、南北6.5km、面積22.8４km² の平坦な農業地域

・北部・・・標高20m前後の洪積層の酸性土壌

　　　　　　水稲、麦、植木、牧草等様々な作物の栽培が行われている

・南部・・・標高8～15mの沖積層の肥沃な農地

　　　　　　水稲・麦を中心にほうれんそう・レタス等の露地野菜の栽培が盛ん



年
人口

世帯数
１世帯あたり

人口男 女 計

H7 7,091 7,739 14,830 3,636 4.08 

H17 7,430 8,162 15,592 4,349 3.59 

H27 7,483 8,117 15,600 5,055 3.09 

H28 7,440 8,093 15,533 5,122 3.03 

H29 7,477 8,141 15,618 5,264 2.97 

H30 7,458 8,108 15,566 5,340 2.91 

H31 7,510 8,136 15,646 5,482 2.85 

R2 7,547 8,120 15,667 5,640 2.78 

R3 7,645 8,183 15,828 5,803 2.73 

R4 7,662 8,205 15,867 5,935 2.67 

R5 7,753 8,285 16,038 6,141 2.61 

R6 7,748 8,336 16,084 6,290 2.56 

１-１　人口及び世帯数の推移

※H7年とH17年は3月31日現在、前記以外は1月1日現在。

資料：住民基本台帳
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※　農家：経営耕地面積が10a以上、又は10a未満で農産物販売金額が15万円以上の世帯

　　 販売農家： 経営耕地面積が30ａ以上、又は農産物販売金額が50万円以上の農家

　 　自給的農家：経営耕地面積が30ａ未満かつ農産物販売金額が50万円未満の農家

区分 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 10年前対比 5年前対比

総農家 1,052 914 778 553 60.5 71.1 

  販売農家 868 716 618 419 58.5 67.8 

  自給的農家 184 198 160 134 67.7 83.8 

１-２　農家戸数の推移

資料：農林業センサス

　令和２年における総農家数は553戸で、10年前の平成22年と比べると約39.5％減少しています。

単位：戸
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※主業農家：農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、かつ１年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいる農家

　 準主業農家：農外所得が主（農家所得の50％未満が農業所得）で、かつ１年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいる農家

　 副業的農家：１年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいない農家（主業農家及び準主業農家以外の農家）

区分 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 10年前対比 5年前対比

主業農家 250 194 181 131 67.5 72.4 

準主業農家 155 154 99 43 27.9 43.4 

副業的農家 463 368 338 246 66.8 72.8 

合計 868 716 618 420 58.7 68.0 

１-３　主副業別販売農家数

　販売農家における主副業別の推移をみると、全区分において減少が進んでいますが、特に準主業農家の減少
が急速に進行しています。

資料：農林業センサス

単位：戸
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年度 15～29歳 30～39才 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上 計

平成17年 24 55 130 191 292 372 - 1,064

平成22年 27 41 94 183 263 295 117 1,020

平成27年 29 33 55 132 285 238 102 874

令和2年 13 40 45 79 202 182 86 647

※基幹的農業従事者：農業就業人口（自営農業に主として従事した世帯員）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者

１-４　基幹的農業従事者

　令和２年における基幹的農業従事者は647人で、10年前の平成22年と比べると約63.4％となっており、約
36.6％減少しています。

資料：農林業センサス

単位：人
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年 合計 販売なし
50万
未満

50～
　　100万

100～
　300万

300～
　500万

500～　　
1,000万

1,000～　　　
3,000万

3,000万
以上

平成17年 879 62 246 159 180 58 67 92 15

平成22年 731 44 189 138 159 55 59 67 20

平成27年 633 35 186 102 111 53 56 74 16

令和2年 438 20 105 64 80 38 55 59 17

１-５　農産物販売金額規模別経営体数

　令和２年の農産物販売金額規模別にみると、500万円未満の農業経営体が307経営体となっており、約
70％を占めています。

資料：農林業センサス

※農業経営体：農産物の生産を行うか又は委託を受けて農業作業を行い、生産又は作業に係る面積等が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う者

　　　　　　　 　　(1) 経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業

　　　　　　　　 　(2) 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、その他の事業の規模が基準以上の農業

　　　　　　　　 　(３) 農作業の受託の事業

単位：経営体、円
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年 合計
経営耕地

なし
0．3ha

未満
0．3～

　0．5ha
0．5～
　1．0

1.0～
　2.0

2．0～
　3．0

3．0～
　5．0

5.0ha
以上

平成17年 879 12 8 109 267 314 95 53 21

平成22年 731 8 4 92 207 247 93 45 35

平成27年 633 5 3 69 182 204 85 49 36

令和2年 438 2 10 38 123 135 52 40 38

１-６　経営耕地面積規模別経営体数

　令和２年の農業経営体について、経営耕地面積規模別にみると、1.0ha～２.0haの経営体が最も多く、全体
の約30.8％を占めています。また、５.0ha以上の経営体も増加しています。

資料：農林業センサス
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１-７　耕地面積

令和５年度の耕地面積は1,200haであり、近年は微減となっています。

資料：面積調査

１-８　遊休農地面積

資料：農業委員会調査

令和５年度の遊休農地面積は13.0haで、農地面積に対する割合は1.08％となっています。

※遊休農地：現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地（農地法第32条第1項第1号）

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

面積 1,230 1,220 1,220 1,210 1,200

単位:ha

単位:ha

年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

面積 15.1 13.6 14.8 14.5 13.0

農地面積に
対する割合

1.23% 1.11% 1.21% 1.20% 1.08%



区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

米 64 69 73 82 81 65 60 57 59

麦　類 8 5 5 6 6 7 6 7 7

雑　穀 0 0 0 0 0 0 0 0 0

豆　類 8 6 6 6 5 4 5 2 4

いも類 1 1 1 1 1 0 0 0 0

野　菜 332 331 348 350 281 205 192 196 196

果　実 0 0 0 0 0 0 0 0 0

花　き 26 26 25 25 24 x x x x

工芸農作物 0 0 0 0 0 1 1 1 1

茶 - - - - - - - - -

その他作物 8 7 6 6 6 x x x x

作物小計　① 446 445 465 476 404 336 315 318 327

肉用牛 4 4 4 3 3 5 5 6 6

乳用牛 1 0 1 1 2 3 2 2 1

生乳 10 11 10 10 9 12 12 12 12

豚 - - - - - - - - -

鶏 4 5 4 4 4 3 3 3 3

鶏　卵 x x x x x x x x x

ブロイラー - - - - - - - - -

その他畜産物 - - - - - - - - -

畜産小計　② 19 20 19 18 18 22 21 22 22

加工農作物　③ - - - - - 0 0 0 0

合計　①＋②＋③ 465 465 485 493 422 358 336 340 349

資料：農林水産省　市町村別農業産出額（推計）

１-９　市町村別農業産出額（推計）
単位：1,000万円
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令和 ４ 年 市町村別農業産出額（推計）データベース（詳細品目別）

単位：産出額（1,000万円）

計 小 麦
二 条

大 麦

六 条

大 麦
はだか麦 計 そ ば 計 大 豆 小 豆 計

ばれい

しょ
かんしょ

349 327 59 7 6 1 x x 0 - 4 4 - 0 x x

県内 18 12 21 13 13 17 - 7 3 - 11 10 - 42 35 41

全国 708 499 618 160 138 89 80 614 297 223 1330 1144 1070

計 だいこん にんじん さといも
やまの

いも
はくさい キャベツ

ほうれん

そう
レタス ね ぎ たまねぎ

ブロッコ

リー
きゅうり な す トマト ピーマン いちご メロン すいか

196 3 1 1 - 1 1 60 54 9 0 2 2 2 0 0 19 - 0

県内 12 6 5 9 - 9 17 2 2 6 29 9 15 27 48 23 25 - 33

全国 293 366 268 485 590 518 19 30 311 857 264 650 608 1326 959 213 959

計 みかん りんご ぶどう 日本なし 西洋なし もも おうとう びわ かき くり うめ すもも
キウイ

フルーツ

パイン

アップル

0 - - 0 - - - - - - - - - - - x

県内 43 - - 35 - - - - - - - - - - - 9

全国 1310 827 164

計 さとうきび 茶（生葉） てんさい
こんにゃく

いも

1 - - - - x

県内 12 - - - - 8

全国 605 153

計 生 乳 乳 牛 計 鶏 卵 ブロイラー
計

③
荒茶 畳表

22 6 13 12 1 - 3 x - - 0 - 0

県内 28 25 15 15 17 - 26 20 - - 11 5

全国 981 829 622 628 548 659 513 324 58

注： １　市町村別農業産出額は、都道府県別農業産出額で算出している一部の品目が作成対象外のため、

　都道府県内の市町村別農業産出額を積み上げても都道府県農業産出額とは必ずしも一致しません。

２　秘密保護の観点から、統計数値を公表していないものを「ｘ」で表示しています。

３　事実不詳又は調査を欠くものを「…」で表示しています。

４　表示単位未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の計が一致しない場合があります。

年 都道府県名 市町村名

令和４年 福岡 大刀洗町 全国

麦 類 雑 穀 豆 類 い も 類

産出額

野 菜

産出額

果 実

産出額

工 芸 農 作 物

産出額

乳 用 牛 鶏 加工農産物

産出額

区 分
産出額

計
①+②+③

耕種計
①

米

順
位

区 分

順
位

区 分 花 き

順
位

区 分
その他
作物

順
位

区 分
畜産計

②
肉用牛 豚

その他
畜産物

順
位

〔順位についての留意点〕
 市町村別産出額が「ｘ」表示
の品目についても、原数（100
万円）により判定しています。

農林水産省大臣官房統計部

　

　市町村別農業産出額（推計）は、推計年の生産農業所得統計（都道府県別）において推

計した都道府県別農業産出額（品目別）を2020年農林業センサス又は推計年産の作物統計

調査を用いて市町村別に按分し作成しました。

　このため、各市町村における農業産出額の実態が十分に反映されない場合がありますの

で留意下さい。具体的な推計方法は次のとおりです。  

　

　

　なお、野菜・果実の品目については、農林業センサスにおいて露地又は施設の作付面積

等が秘匿されている場合、公表されている露地又は施設のいずれか一方の作付面積を用い

て推計しています。

都道府県別農業産出額 

都道府県別作付面積（飼養（出荷）頭羽数）等

市町村別作付面積（飼養（出荷）頭羽数）等
（算式）

×

 詳細はこちら　→　　[市町村別農業産出額（推計）]　（農林水産省HPへリンク）

〔利用上の注意〕



２－１　新規就農者への支援

・就農の相談対応（農業を始めたい人の相談）

・就農準備資金・経営開始資金・経営発展支援事業の案内・相談

・就農準備資金・経営開始資金を活用した農家の農地巡回・指導

【大刀洗町担い手育成総合支援協議会　今年度事業内容】

　令和６年７月３日（水）女性農業者・新規就農者研修会（６次産業化について）

　令和６年１１月２２日（金）女性農業者・新規就農者視察研修（町内農家３件）



２－２　女性農業者への支援

　大刀洗町担い手育成総合支援協議会にて、新規就農者女性農業者への視察研修などを
実施している。

【大刀洗町担い手育成総合支援協議会　昨年度事業内容】

・令和６年３月４日（月）女性農業者視察研修

　視察先：カラーリングファーム（北野町）、むぎわらＦＡＲＭ（筑前町）



２－３　農業機械導入に関する支援①

・水田農業担い手機械導入支援事業 

　〈補助率〉県費　１/３、町費　１/６ 

　〈補助対象となる機械〉 田植機、トラクター、コンバイン 等 

 

・水田農業ＤＸ推進事業 

　〈補助率〉県費　１/３、町費　１/６ 

　〈補助対象となる機械〉 ロボット田植機、ロボットトラクター、ロボットコンバイ

　　　　　　　　　　　　ン、農業用ドローン 等 

・園芸農業ＤＸ推進事業

　〈補助率〉県費　１/２、町費　５/１００（上限20万円）

　〈補助対象となる機械〉ドローン、ロボット栽培管理機　等



２－３　農業機械導入に関する支援②

・活力ある高収益型園芸産地育成事業

　〈補助率〉県費 １/２ または １/３以内、町費　５/１００以内（上限20万円）　　　　

　〈補助対象となる機械〉施設、園芸用機械

 

・農業用ハウス湛水被害軽減対策事業

　〈補助率〉県費 １/２、町費　５/１００（上限20万円）

　〈補助対象となる機械〉浸水防止壁　等



２－３　農業機械導入に関する支援③

・強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業

　〈補助率〉事業によって補助率が異なる

　

・農地利用効率化等支援交付金

　〈補助率〉国費　３/１０、町費　５/１００（上限20万円）

・産地生産基盤パワーアップ事業

  〈補助率〉国費　１/２、町費　５/１００（上限20万円）



２－３　農業機械導入に関する支援④

・大刀洗町農業用機械・施設等整備事業

　１　施設等整備

　　〈補助率〉町費　３/１０以内（上限50万円）　　　　

　　〈補助対象となる施設〉省力栽培温室・育苗施設、防風等保護施設、流通施設

　　　　　　　　　　　　　（予冷庫等）、省エネ技術導入対策

　２　高性能省力機械

　　〈補助率〉町費　３/１０以内（上限50万円）

　　〈補助対象となる機械〉高性能省力機械

　

　３　有害鳥獣防止に関する資材

　　〈補助率〉町費　２/１０以内（上限40万円）

　　〈補助対象となる資材〉有害鳥獣防止に関する資材



２－４　米の転作に関する支援

　・経営所得安定対策事業

　　米の需要と供給のバランスを保つため米の転作に対して国が交付金を出すもの

　　１　水田活用直接支払交付金

　　　・産地交付金

　　　　　地域の作物振興の設計図となる「水田収益力強化ビジョン」に基づく、地域の特色を活かした魅力

　　　　的な産地づくりに向けた支援。

　　　・畑地化促進事業

　　　　　水田の畑地化や畑作物の定着までの一定期間の支援のほか、農地利用の団地化に向けた関係者間の

　　　　調整や種子の確保、土地改良区の決済金などを支援。

　　２　畑作物直接支払交付金(ゲタ対策)

　　　　　諸外国との生産条件の格差により不利がある国産農産物の生産・販売を行う農業者に対して、「標

　　　　準的な生産費」と「標準的な販売額」の差額分に相当する交付金を直接交付する制度。

　　３　収入減少影響緩和交付金(ナラシ対策)

　　　　　米、畑作物の収入減少影響緩和交付金は、経営に着目した農家拠出を伴うセーフティネットであり、

　　　　米及び畑作物の価格が下落した際等の農業収入全体の減少による影響を緩和するための制度。


